別表第3(第34条関係)
弁明の機会の付与が必要な不利益処分
1
防火対象物に対する予防措置命令
法第5条第1項

2
防火対象物に対する使用禁止命令
法第5条の2第1項

3
防火対象物に対する火災の予防又は消火活動の障害除去のための措置命令
法第5条の3第1項

4
防火管理者の行うべき業務に係る措置命令
法第8条第4項

5
統括防火管理者の行うべき業務に係る措置命令
法第8条の2第6項

6
危険物施設の使用停止命令
法第12条の2第1項又は第2項

7
予防規定の変更命令
法第14条の2第3項

備考　行政手続法第13条第2項第3号の規定に該当する場合は、弁明の機会の付与を必要としない。
